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－1－ 

貸 借 対 照 表 
（平成 30年 12月 31日現在） 

（単位：千円） 

科 目 金 額 科 目 金 額 

（ 資 産 の 部 ）  （ 負 債 の 部 ）  

流 動 資 産    198,181 流 動 負 債    55,235 

現 金 及 び 預 金 138,145 買 掛 金 23,040 

貯 蔵 品 575 未 払 金 3,776 

売 掛 金 51,375 未 払 費 用 1,554 

未 収 収 益 3,000 未 払 法 人 税 等 14,433 

立 替 金 3,447 未 払 消 費 税 等 7,048 

前 払 費 用 297 未 払 事 業 所 税 373 

繰 延 税 金 資 産 1,860 前 受 金 149 

そ の 他 232 預 り 金 4,859 

貸 倒 引 当 金 △754 負 債 合 計 55,235 

固    定    資   産 101,500 （ 純 資 産 の 部 ）  

投 資 そ の 他 の 資 産 101,500 株 主 資 本 244,445 

長 期 貸 付 金 100,000 資 本 金 10,000 

そ の 他 1,500 利 益 剰 余 金 234,445 

  そ の 他 利 益 剰 余 金 234,445 

  繰 越 利 益 剰 余 金 234,445 

  純 資 産 合 計 244,445 

資 産 合 計 299,681 負 債 ・ 純 資 産 合 計 299,681 

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 
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損 益 計 算 書 
自 平成 30年 １ 月 １ 日 

至 平成 30年 12月 31日 

（単位：千円） 

科       目 金       額 

売 上 高  649,578 

売 上 原 価  256,622 

売 上 総 利 益  392,955 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  279,724 

営 業 利 益  113,231 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 3,000 3,000 

経 常 利 益  116,232 

特 別 損 失   

投 資 有 価 証 券 売 却 損 75 75 

税 引 前 当 期 純 利 益  116,156 

法人税､住民税及び事業税 33,098  

法 人 税 等 調 整 額 1,105 34,203 

当 期 純 利 益  81,952 

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 
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株主資本等変動計算書 

自 平成 30年 １ 月 １ 日 

至 平成 30年 12月 31日 

 （単位：千円）  

 

株主資本  

 

純資産 

合計 資本金 

利益剰余金 

株主資本 

合計 

その他利益剰

余金 利益剰余金 

合計 繰越利益剰余

金 

当 期 首 残 高 10,000 152,493 152,493 162,493 162,493 

当 期 変 動 額      

当 期 純 利 益  81,952 81,952 81,952 81,952 

株主資本以外の項目の当期変動額(純額)     
 

当 期 変 動 額 合 計 － 81,952 81,952 81,952 81,952 

当 期 末 残 高 10,000 234,445 234,445 244,445 244,445 

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 
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個 別 注 記 表 

 
 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

１．資産の評価基準及び評価方法 

たな卸資産の評価基準及び評価方法 

貯蔵品 

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定） 

 

２．引当金の計上基準 

  貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により計上し、貸倒懸念債権等特定   

   の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

 

３．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は税抜方式によっております。 

 

（貸借対照表に関する注記） 

関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

短期金銭債権 3,155千円 

長期金銭債権 100,000千円 

短期金銭債務 1,306千円 

 

（損益計算書に関する注記） 

関係会社との取引高 

営業取引による取引高  

販売費及び一般管理費 96,280千円 

営業取引以外の取引による取引高  

 受取利息 3,000千円 

 

（株主資本等変動計算書に関する注記） 

発行済株式の種類及び総数 

普通株式 200株  

 

（税効果会計に関する注記） 

 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産  

未払事業税 1,734千円 

未払事業所税 125千円 

繰延税金資産合計 1,860千円 

 

(１株当たり情報に関する注記) 

１．１株当たり純資産額 1,222,228円 96銭 

２．１株当たり当期純利益 409,761円 66銭 

 


